
１　調査項目

　１　生徒の英語力について　≪「提言１」に関すること≫

（１）生徒の英語力の状況

　２　英語を使用する機会の増加について　≪「提言３」に関すること≫

（１）－①ALTの活用人数の状況

（１）－②ALTの雇用・契約形態の状況

（２）外国人教員や海外経験を積み高度な英語力をもつ日本人教員の採用状況

　３　英語担当教員の英語力・指導力、学校・地域における戦略的な英語教育改善について

≪「提言４」に関すること≫

（１）英語担当教員の英語力の状況

（２）英語担当教員に対する集中的な研修の実施状況（平成２３年度実績及び平成２４年度計画）

２　調査対象の教育委員会及び学校数

３　調査基準日

特に指定がない場合、平成２４年１２月１日を基準日としている。

平成２４年度「『国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策』
に係る状況調査」の結果について　（公立中学校・中等教育学校前期課程）

　指定都市以外の市町村教育委員会数 1,724

　学校総数（公立中学校及び中等教育学校前期課程） 9,504

　都道府県・指定都市教育委員会数 67



教育委員会及び学校数

　（１）都道府県・指定都市教育委員会数

　（２）市町村教育委員会数

１．生徒の英語力について　　≪「提言１」に関すること≫

　（１）生徒の英語力の状況　
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　　調査基準日：平成２４年１２月１日

※３　「請負契約によるALT」とは、注文主（教育委員会）と請負契約を結んだ請負業者（会社）により派遣されるALTのこと。

（ア）ＪＥＴプログラムによるＡＬＴの人数

※４　「その他のALT」とは、地域人材のネイティブスピーカーなど。

※１　「自治体が独自に直接雇用しているALT」とは、JETプログラム以外のALTで教育委員会が直接雇用契約を結んでいるALTのこと。

（ウ）派遣契約によるＡＬＴ
※２
の人数

（オ）その他のＡＬＴ
※４
の人数

※２　「派遣契約によるALT」とは、派遣先（教育委員会）と派遣契約を結んだ派遣元（会社）により派遣されるALTのこと。

1,086,444

（ｃ）以外で、英検３級以
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（カ）合計人数に占める割合
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平成２４年度「『国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策』
に係る状況調査」の結果　（公立中学校・中等教育学校前期課程）

市町村教育委員会数

都道府県・指定都市教育委員会数

　（３）学校数 学校数

（イ）自治体が独自に直接雇用しているＡＬＴ
※１
の人数

67（都道府県47，指定都市20）
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（ｃ）と（ｄ）の計

（ｂ）の内、英検３級
以上を取得している

生徒の数
　　　・・・（ｃ)

【小・中学校及び中等教育学校（前期課程）で活用するために雇用又は契約又は任用しているＡＬＴの人数】

●本調査における「ＡＬＴ」とは、英語の授業などで、計画的・継続的に活用している外国人のことを指す。
　（英語以外の外国語を担当するＡＬＴは含まない。）

●人数は、年間の契約人数の総数ではなく、調査基準日時点での人数。

（(a)に占める割合）→

　（１）－①ＡＬＴの活用人数の状況

※以下、表の（　）内は、平成２３年度「『国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策』に係る状況調査」の結果。
　 ただし、平成２３年度の調査では、岩手県、宮城県、福島県、仙台市は調査対象としていない。

中学校第３学年に所属して
いる生徒の数
　　　・・・(a)

英検を受験したことが
ある生徒の数
　　　・・・(b)

生徒数及び
割合
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※平成２３年度の調査では、「外国人非常勤講師」の人数を調査していない。
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海外経験を積み高度な英語力をもつ
日本人教員数

外国人非常勤講師数

外国人教員数

※複数回答を可としている。

※本項目の内容は、高等学校調査票におけるものと同一内容。

●本設問において「海外経験を積み高度な英語力をもつ日本人教員」とは、調査基準日時点において中学校で英語の授業を担当してい
   る者の内、複数年以上にわたる長期の留学や勤務の在留経験などがあり、高度な英語運用能力（少なくとも、英検では１級、ＴＯＥＦＬの
   ｉＢＴでは110点以上、 ＴＯＥＩＣでは945点以上相当を想定）を有する者を指す。非常勤講師は含まない。

総人数・・・(a)
(a)の内、本年度採用した
人数

　（２）外国人教員や海外経験を積み高度な英語力をもつ日本人教員の採用状況

（エ）請負契約によりＡＬＴを活用している自治体の数 10

（オ）その他の方法によりＡＬＴを活用している自治体の数 3 2 78

8
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（ウ）派遣契約によりＡＬＴを活用している自治体の数 1 4 252
14%

（ア）ＪＥＴプログラムによりＡＬＴを任用している自治体の数

（イ）独自でＡＬＴを直接雇用している自治体の数 6 11

43 10 833
49%

25%

　（１）－②ＡＬＴの雇用・契約形態の状況

都道府県 指定都市 市町村 合計

【小・中学校及び高等学校で活用しているALTについての雇用・契約形態別自治体数】

24%

5%

合計人数 1,614 (1,802人) 212 (30人)

410

●本設問において「外国人教員」とは、日本の教員免許を所有し、調査基準日時点において中学校で英語の授業を担当している者の内、
　 ネイティブ・スピーカー等の日本国籍を有しない者のことを指す。非常勤講師は含まない。

●本設問において「外国人非常勤講師」とは、日本の教員免許を所有し、調査基準日時点において中学校で英語の授業を担当している
   者の内、ネイティブ・スピーカー等の日本国籍を有しない者で、非常勤講師として勤務している者のことを指す。



　（１）英語担当教員の英語力の状況
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　（２）英語担当教員に対する集中的な研修の実施状況

平成２３年度実績　【平成２３年度に研修を実施した教育委員会数】
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※（ア）の下段は、それぞれ市町村教育委員会総数（1724）、都道府県・指定都市教育委員会総数（67）に占める割合。
　 （イ）の下段は全英語担当教員数（30,697人）に占める割合。
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実施した（又は計画している）
教育委員会の数

平成２４年度計画
【平成２４年度に実施した、あるいは実施する計画が明らかにある教育委員会数】

市町村教育委員会が主催した研修
都道府県・指定都市教育委員会が

主催した研修

国内で実施予定の研
修

海外で実施予定の
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国内で実施予定の
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海外で実施予定の
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（イ）研修を受講した教員数

市町村教育委員会が主催した研修
都道府県・指定都市教育委員会が
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研修

51 6

(11.3%)

(7)

75.4% 75.2% 27.7% 27.7%

（ア）実施した教育委員会の数

（(a)に占める割合）　→
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３．英語担当教員の英語力・指導力、学校・地域における戦略的な英語教育改善について
　　　　　≪「提言４」に関すること≫

●本設問における「英語担当教員」とは、教員免許「外国語（英語）」を所有し、調査基準日時点において中学校で英語の授業を担当して
   いる者（管理職も含む）のことを指す。非常勤講師は含まない。

英語担当教員数・・・(a)
(a)の内、英語能力に関する外部試験※５を
受験した経験のある英語担当教員数

　　　　　・・・(b)

(b)の内、英検準１級以上等
※６
を

取得している教員数

30,697

36.8%

27,633人 20,784人 7,641人8,50723,148

海外で実施した
研修

（(b)に占める割合）　→

※６　「英検準１級以上等」とは、英検準１級以上、ＴＯＥＦＬのＰＢＴ 550点以上、ＣＢＴ 213点以上、iBT 80点以上又はＴＯＥＩＣ 730点以上
        を指す。

36.8%

※５　「英語能力に関する外部試験」とは、英検、TOEFL、TOEICを指す。

●本設問における「集中的な研修」とは、中学校の英語担当教員を対象として、３～５日程度以上の期間、学習指導要領に基づく授業の
   展開方法や、具体的な言語活動の指導や評価の方法などについて研修を深めることで指導力の向上を図る研修（小学校や高等学校の
   英語担当教員との合同研修も含む）のことを指す。


